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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  電気二層式とされたキャパシタの最大蓄電容量が低下する劣化度合いを推定するように
した電気二層式キャパシタの制御装置であって、
  初期劣化が収束するまでの初期劣化期間としてあらかじめ設定された使用開始初期時点
から所定期間が経過するまでの期間において、初期劣化特性を示す第１モデル式に基づい
てキャパシタの劣化度合いを推定する第１劣化度合い推定手段と、
  前記所定期間経過後において、経年劣化特性を示す第２モデル式に基づいてキャパシタ
の劣化度合いを推定する第２劣化度合い推定手段と、
を備えていることを特徴とする電気二層式キャパシタの制御装置。
【請求項２】
　請求項１において、
  前記第１モデル式および前記第２モデル式がそれぞれ、キャパシタの温度と電圧と使用
時間とをパラメータとして設定されている、ことを特徴とする電気二層式キャパシタの制
御装置。
【請求項３】
　請求項２において、
  前記第１モデル式と前記第２モデル式とが、所定の定数を用いつつ、該所定の定数の値
のみが相違する同一式として設定され、
  前記第１モデル式での前記所定の定数と前記第２モデル式での前記所定の定数とが、前
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記第１モデル式を用いた場合の劣化度合いの推定値が前記第２モデル式を用いた場合の劣
化度合いの推定値よりも大きくなるように設定されている、
ことを特徴とする電気二層式キャパシタの制御装置。
【請求項４】
　電気二層式とされたキャパシタの最大蓄電容量が低下する劣化度合いを推定するように
した電気二層式キャパシタの制御装置であって、
　使用開始初期時点からあらかじめ設定された所定期間経過するまでの期間において、第
１モデル式に基づいてキャパシタの劣化度合いを推定する第１劣化度合い推定手段と、
　前記所定期間経過後において、第２モデル式に基づいてキャパシタの劣化度合いを推定
する第２劣化度合い推定手段と、
を備え、
　前記第１モデル式および前記第２モデル式がそれぞれ、キャパシタの温度と電圧と使用
時間とをパラメータとして設定され、
　前記第１モデル式と前記第２モデル式とが、所定の定数を用いつつ、該所定の定数の値
のみが相違する同一式として設定され、
　前記第１モデル式での前記所定の定数と前記第２モデル式での前記所定の定数とが、前
記第１モデル式を用いた場合の劣化度合いの推定値が前記第２モデル式を用いた場合の劣
化度合いの推定値よりも大きくなるように設定され、
  劣化度合いがｋ×ｔ1/2 の計算式でもって算出され（ｋ＝劣化係数、ｔ＝キャパシタの
使用時間）、
  前記第１モデル式では前記劣化係数ｋが次式（２）として設定されており、

【数２】

  前記第２モデル式では前記劣化係数ｋが次式（３）として設定されている、
【数３】

ことを特徴とする電気二層式キャパシタの制御装置。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項４のいずれか１項において、
  前記キャパシタが、車両に搭載されて、車両の減速時における回生エネルギによって充
電される、ことを特徴とする電気二層式キャパシタの制御装置。
                                                                                

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
  本発明は、電気二層式キャパシタの制御装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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  車両の中には、減速時の回生エネルギを、電気二層式のキャパシタに充電することによ
って回収するようにしたものがある。そして、キャパシタに蓄電された電力は、例えば車
両停止時における電気負荷への給電用として適宜利用される。
【０００３】
  上記キャパシタは、経年変化（経年劣化）によって、その最大蓄電量が低下する。また
、キャパシタは、その最大蓄電量を超えるような充電を行うと、急激に劣化が進むことに
なる。このため、キャパシタの充電に際しては、経年変化による最大蓄電量の低下を加味
して、現時点での最大蓄電量を超えないように行う必要がある。特許文献１には、キャパ
シタの経年変化による劣化度合いに応じて、充電の際の目標電圧を変更することが開示さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－４６７３７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
  前述した、経年変化によるキャパシタの劣化度合いは、比較的小さいものである。この
一方、キャパシタの劣化として、初期劣化というものがある。すなわち、キャパシタの使
用開始の初期時から、初期劣化が収束するタイミングとなる所定期間が経過するまでの間
は、同じような使用状態であっても、通常知られている経年変化による劣化よりもかなり
劣化度合いが大きいものとなる。
【０００６】
  キャパシタの初期劣化は、個体差があって、最大蓄電量を１００％として示したときに
、あるキャパシタでは例えば３％の初期劣化を生じ、別のキャパシタでは例えば７％の初
期劣化を生じる等の相違を生じるものとなる。このため、従来は、個体差のうちもっとも
大きい初期劣化後の最大蓄電量を初期値として（例えば７％劣化した後の最大蓄電量を初
期値として）、その後の経年劣化を検出（推定）するようにしていた。このため、キャパ
シタによっては、実際の最大蓄電量を十分に活かした充電（蓄電）を行っていない、とい
うのが実情である。
【０００７】
  なお、上記初期劣化は、キャパシタの電解液中の水分が影響しているものと考えられる
。すなわち、電解液中の有機物に加えて水分を原因とする反応物が電極表面に堆積して、
その分最大蓄電量が低下するものと考えられる。そして、水分を原因とする反応が終了す
る所定期間経過後は、電解液中の有機物を原因とする反応物が電極表面に体積して、従来
知られている経年劣化を生じさせるものと考えられる。
【０００８】
  本発明は以上のような事情を勘案してなされたもので、その目的は、キャパシタの劣化
度合いを、初期劣化を含めて精度よく推定できるようにした、電気二層式キャパシタの制
御装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
  前記目的を達成するため、本発明にあっては次のような解決手法を採択してある。すな
わち、請求項１に記載のように、
  電気二層式とされたキャパシタの最大蓄電容量が低下する劣化度合いを推定するように
した電気二層式キャパシタの制御装置であって、
  初期劣化が収束するまでの初期劣化期間としてあらかじめ設定された使用開始初期時点
から所定期間が経過するまでの期間において、初期劣化特性を示す第１モデル式に基づい
てキャパシタの劣化度合いを推定する第１劣化度合い推定手段と、
  前記所定期間経過後において、経年劣化特性を示す第２モデル式に基づいてキャパシタ
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を備えているようにしてある。
【００１０】
  上記解決手法によれば、初期劣化およびその後の経年変化による劣化を、それぞれモデ
ル式によって精度よく推定することができる。この結果、現時点での最大蓄電量が精度よ
く推定されて、キャパシタに対して最大蓄電量を超えない範囲で十分に充電を行う等の上
で好ましいものとなる。
【００１１】
  前記第１モデル式および前記第２モデル式がそれぞれ、キャパシタの温度と電圧と使用
時間とをパラメータとして設定されている、ようにしてある（請求項２対応）。この場合
、モデル式で用いるパラメータとして具体的なものが提供され、特に用いるパラメータと
して簡単かつ従来からもセンサ等で検出していた入手容易なものとすることができる。な
お、劣化度合いをキャパシタの仕事量でもって推定することも考えられるが、この場合は
、測定した電流を積算することから、積算誤差が大きくなってしまい、劣化度合いを精度
よく推定するという点では劣るものである。
【００１２】
  前記第１モデル式と前記第２モデル式とが、所定の定数を用いつつ、該所定の定数の値
のみが相違する同一式として設定され、
  前記第１モデル式での前記所定の定数と前記第２モデル式での前記所定の定数とが、前
記第１モデル式を用いた場合の劣化度合いの推定値が前記第２モデル式を用いた場合の劣
化度合いの推定値よりも大きくなるように設定されている、
ようにしてある（請求項３対応）。この場合、２つのモデル式を、その定数のみが相違す
る以外は同一のものとして、推定のための演算の簡単化等の上で好ましいものとなる。
【００１３】
  また、前記目的を達成するため、本発明にあっては次のような解決手法を採択してある
。すなわち、請求項４に記載のように、
　電気二層式とされたキャパシタの最大蓄電容量が低下する劣化度合いを推定するように
した電気二層式キャパシタの制御装置であって、
　使用開始初期時点からあらかじめ設定された所定期間経過するまでの期間において、第
１モデル式に基づいてキャパシタの劣化度合いを推定する第１劣化度合い推定手段と、
　前記所定期間経過後において、第２モデル式に基づいてキャパシタの劣化度合いを推定
する第２劣化度合い推定手段と、
を備え、
　前記第１モデル式および前記第２モデル式がそれぞれ、キャパシタの温度と電圧と使用
時間とをパラメータとして設定され、
　前記第１モデル式と前記第２モデル式とが、所定の定数を用いつつ、該所定の定数の値
のみが相違する同一式として設定され、
　前記第１モデル式での前記所定の定数と前記第２モデル式での前記所定の定数とが、前
記第１モデル式を用いた場合の劣化度合いの推定値が前記第２モデル式を用いた場合の劣
化度合いの推定値よりも大きくなるように設定され、
  劣化度合いがｋ×ｔ1/2 の計算式でもって算出され（ｋ＝劣化係数、ｔ＝キャパシタの
使用時間）、
  前記第１モデル式では前記劣化係数ｋが次式（２）として設定されており、
【００１４】
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【数２】

【００１５】
  前記第２モデル式では前記劣化係数ｋが次式（３）として設定されている、
【００１６】
【数３】

【００１７】
ようにしてある。これにより、各モデル式の具体的なものが提供される。
【００１８】
  前記キャパシタが、車両に搭載されて、車両の減速時における回生エネルギによって充
電される、ようにしてある（請求項５対応）。この場合、回生エネルギをより十分にキャ
パシタへの蓄電として回収する上で好ましいものとなる。
【発明の効果】
【００１９】
  本発明によれば、キャパシタの劣化度合いを、初期劣化を含めて精度よく推定できる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】キャパシタを、自動車の減速時における回生エネルギの回収用として利用する場
合の回路例を示す図。
【図２】初期劣化とその後の経年劣化との様子を示す特性図。
【図３】本発明の制御例を示すフローチャート。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
  図１は、キャパシタを利用した減速回生システム１を示すものである。減速回生システ
ム１は、車両の減速時に行う減速回生発電とエンジン（図示しない）に駆動されて行う通
常発電とが可能な回生オルタネータ１０、バッテリ２０、回生オルタネータ１０で発電さ
れた電力を蓄電するキャパシタ３０、車両に搭載される種々の電気デバイス６０への給電
を制御するＤＣ／ＤＣコンバータ４０、減速回生システム１を制御する制御ユニット５０
（以下、「ＥＣＵ５０」という）、ＤＣ／ＤＣコンバータ４０をバイパスするバイパス回
路部７５にバイパスリレー７０を有している。
【００２２】
  回生オルタネータ１０とＤＣ／ＤＣコンバータ４０は、第１回路部１５によって結ばれ
ており、この第１回路部１５にはキャパシタ３０が接続されている。また、ＤＣ／ＤＣコ
ンバータ４０と電気デバイス６０は、第２回路部６５によって結ばれており、この第２回
路部６５にはバッテリ２０が接続されている。
【００２３】
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  さらにまた、ＤＣ／ＤＣコンバータ４０をバイパスするように、第１回路部１５と第２
回路部６５とを短絡または開放するバイパスリレー７０が接続されている。
【００２４】
  回生オルタネータ１０は、エンジンによりベルト駆動されて、減速時等の運動エネルギ
を効率的に電力回生する可変電圧式のオルタネータであり、効率よく送電と蓄電を行うた
めに最大２５Ｖまで高電圧化が可能である。バッテリ２０は、一般的な鉛バッテリである
。
【００２５】
  キャパシタ３０は、回生した大量の電気エネルギを瞬時に蓄え、効率的に取り出して使
用できる、大容量の低抵抗電気二重層キャパシタ（ＥＤＬＣ）であり、最大２５Ｖの電圧
を発生できる。なお、このキャパシタ３０は、電気自動車などに使われるリチウムイオン
電池や一般的な鉛電池と比べた時、急速蓄電（５０～６０ｋｍ／ｈ走行時に数秒）が可能
であり、放電深度が無制限であり、半永久的な寿命を持つ等の優位性を備えるものである
。
【００２６】
  ＤＣ／ＤＣコンバータ４０は、最大ＤＣ２５ＶをＤＣ１４Ｖまで降圧して出力するコン
バータであり、所定の容量（例えば、許容出力電流値（許容限界値）が５０Ａ）まで流す
ことが可能である。ＤＣ／ＤＣコンバータは一般に、容量が大きくなるとサイズが大きく
なり、より高価になる。
【００２７】
  ＥＣＵ５０は、減速回生システム１全体の動作を管理制御している。
【００２８】
  電気デバイス６０には、例えば、ランプ、デフロスタ、ブロワ、シートヒータ、ファン
、イグニッション、エンジンコントロールユニット、ＤＳＣ（ダイナミックスタビリティ
コントロール）、ＥＰＡＳ（電動パワーステアリング）、パワーウィンドウ等がある。
【００２９】
  該減速回生システム１によれば、アイドリングストップやアクセルＯＮの時でも、バッ
テリ２０やキャパシタ３０に十分な電気が残っている間は回生オルタネータ１０による発
電を行わずに、これらに蓄電された電気を使用することで、燃料を使ったエンジンによる
発電を抑制するので燃費が向上する。
【００３０】
  なお、市街走行時には頻繁に加減速が行われるためキャパシタ３０に蓄えた電力が完全
に枯渇する前に再び減速により蓄電され、走行中の車両に必要な電力はほぼ減速回生エネ
ルギで充当される。
【００３１】
  次に、キャパシタ３０の劣化度合いについて説明する。この劣化度合いの検出（推定）
のために、ＥＣＵ５０には、キャパシタ３０の温度を検出する温度センサＳ１と、キャパ
シタ３０の電圧を検出する電圧センサＳ２とからの信号が入力される。なお、劣化度合い
の検出のために、キャパシタ３０の使用時間が用いられるが、これは、エンジン駆動時間
（イグニッションスイッチがオンとされている時間）としてＥＣＵ５０でもって常時把握
（監視）されているものである。
【００３２】
  図２は、キャパシタ３０の劣化によって最大蓄電量が変化する様子を示すものである。
なお、劣化度合いは、キャパシタ３０の出荷時における最大蓄電量を１００％として示し
たときに、蓄電量が減少される度合い（％）で示される。
【００３３】
  キャパシタ３０の劣化は、特性線α１～α３で示すように、初期劣化が収束する所定時
間（所定期間で、例えば３００時間）経過するまでは、劣化度合いが大きい初期劣化とさ
れる。この初期劣化後は、劣化度合いが小さい経年劣化とされる。特性線α１は、例えば
市街地走行が多用されるような場合での劣化特性である。特性線α２は、渋滞走行が多い
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のように、同じキャパシタであっても、その使用状況に応じて、劣化特性が変化されるも
のである。
【００３４】
  ここで、キャパシタ３０は、個体差によって、同じ使用状況でもあるにもかかわらず、
特性線α１のような劣化特性となったり、特性線α３のような劣化特性となる。従来、初
期劣化の特性というものは考慮されておらず、このため、個体差のうち、もっとも大きい
劣化度合いを示す場合を想定して、その後の経年劣化を検出（推定）するようにしていた
。すなわち、例えば特性線α３の初期劣化後の最大蓄電量ＣＢを初期値として、その後の
経年劣化を推定していた。
【００３５】
  しかしながら、例えば、特性線α３よりも初期劣化の小さい特性線α２のような劣化と
されたキャパシタにあっては、初期劣化後の最大蓄電量は、上記ＣＢよりも大きく、その
偏差分だけさらに蓄電可能な余裕代となる。同様に、特性線α１のような劣化とされたキ
ャパシタにあっては、初期劣化後の最大蓄電量は、上記ＣＢよりもさらに十分に大きく、
その偏差分だけさらに蓄電可能な余裕代となる。
【００３６】
  本発明では、初期劣化およびその後の経年劣化をより精度よく推定するようにしてある
。これにより、キャパシタ３０の現時点での最大蓄電量を十分に活かすことができる（図
２で示す余裕代分を使い切れるようにすることを可能にする）。
【００３７】
  次に、初期劣化および経年劣化を推定するためのモデル式について説明する。まず、キ
ャパシタ３０の最大蓄電量は、出荷時を１００％として示したときに、次式（１）で示さ
れ、このうちｋ×ｔ1/2 が、劣化度合いを示すものとなる。
【００３８】
【数１】

【００３９】
  上記（１）式中における劣化係数ｋは、初期劣化については次式（２）で示され、経年
劣化については次式（３）で示される。
【００４０】

【数２】

【００４１】
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【数３】

【００４２】
  式（２）および式（３）は、バトラーボルマー則（電圧依存）とアレニウス則（温度依
存）の積で表されたものとなっている。式（２）および式（３）は、定数であるＣ、Ｄ、
Ｅ、ＦとＣ′、Ｄ′、Ｅ′、Ｆ′とが相違するのみで、それ以外は同一式となっている。
勿論、定数であるＣ、Ｄ、Ｅ、ＦとＣ′、Ｄ′、Ｅ′、Ｆ′との関係は、同じ使用条件で
あれば、式（２）での算出値の方が、式（３）での算出値よりも大きくなるように設定さ
れている。
【００４３】
  このように、初期劣化をモデル式である式（２）でもって算出することにより、図２の
所定時間経過したｔ１時点でのキャパシタ３０の最大蓄電量が精度よく算出されることに
なる。そして、その後の経年劣化については、モデル式となる式（３）に基づいて精度よ
く算出されることになる。これにより、現時点で推定される最大蓄電量をより精度のよい
ものとすることができる。すなわち、現時点で推定される最大蓄電量を、図２に示す余裕
代分が加算されたものとして得ることが可能となる。これにより、キャパシタの最大蓄電
量を十分に活かした回生エネルギの回収を行うことが可能になる。
【００４４】
  次に、図３を参照しつつ、ＥＣＵ５０によるキャパシタ３０の劣化度合いを推定するた
めの制御例について説明する。なお、以下の説明でＱはステップを示す。
【００４５】
  まず、Ｑ１において、キャパシタの温度Ｔと、電圧Ｖと、それまでの使用時間（積算値
）ｔとが読み込まれる。この後Ｑ２において、読み込まれた使用時間ｔが、初期劣化の終
了時点となる所定時間ｔ１以上であるか否かが判別される。
【００４６】
  上記Ｑ２の判別でＮＯのときは、初期劣化が行われている過程である。このときは、Ｑ
３において、式（２）に基づいて、劣化係数ｋが算出される。この後、Ｑ４において、Ｑ
３で算出された劣化係数ｋと、Ｑ１で読み込まれた使用時間ｔを、式（１）にあてはめて
、現時点での最大蓄電量が算出される。
【００４７】
  一方、Ｑ２の判別でＹＥＳのときは、経年劣化による劣化度合いを算出すべく、Ｑ５に
おいて、定数Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆが経年劣化用の定数Ｃ′、Ｄ′、Ｅ′、Ｆ′に置換される。
この後、Ｑ３に移行されるが、Ｑ３での式（２）での算出は、経年劣化用の定数Ｃ′、Ｄ
′、Ｅ′、Ｆ′を用いた算出となる。なお、経年劣化による劣化度合いを算出する際の初
期値（となる最大蓄電量）は、初期劣化についての最終算出値（ｔ１時点での最大蓄電量
）とされる。
【００４８】
  以上実施形態について説明したが、本発明は、実施形態に限定されるものではなく、特
許請求の範囲の記載された範囲において適宜の変更が可能である。また、本発明は、方法
発明（劣化度合いを推定する発明）として表現することもできる。勿論、本発明の目的は
、明記されたものに限らず、実質的に好ましいあるいは利点として表現されたものを提供
することをも暗黙的に含むものである。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
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  本発明は、キャパシタを回生エネルギの回収用として利用する場合に好適である。
【符号の説明】
【００５０】
  １：減速回生システム
１０：オルタネータ
３０：キャパシタ
５０：ＥＣＵ
６０：電気デバイス（電気負荷）
Ｓ１：温度センサ
Ｓ２：電圧センサ

【図１】 【図２】
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